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●労働条件通知書で時間当たり賃金の具体額を示さず、「最低賃金額と同額」と記載することは可能か
●午後のみ出勤する時短勤務者に食事手当を不支給としてもよいか
●一度退職した社員が再入社する場合、勤続年数を通算する必要があるか
●社内親睦会のための席取りをさせることはパワハラに当たるか
●採用内定者からペット禁止の独身寮への入寮を拒否された場合、どう対応すべきか
●感染症予防のため、社員食堂を利用停止するが、代替となる食事手当を支給しなければならないか
●定期健康診断結果報告書の在籍労働者数に対して受診労働者数が大幅に少ない場合、安全配慮義務違反を問われるか
●健康保険組合から傷病手当金に上乗せして付加金の給付を受けた場合、付加金分は所得課税されるか

相談室Q&A

業務時間中の私的なサイト閲覧を懲戒事由とする降格処分は、社会通念上の相当性を欠き無効
（ノーリツ事件　神戸地裁　令元.11.27判決）
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就職氷河期世代支援に向けた各種助成金の拡充ならびに求人年齢制限の緩和について
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【同梱付録】
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〈速報〉2020年度決定初任給の水準
（労務行政研究所）
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